

第１章　マクドナルドの創業
1-1マクドナルドについて
　マクドナルドと聞いてあなたは何を思い浮かべるのか？
ハンバーガーが安い？ポテトが冷めたらふにゃふにゃになる？多分その程度しか考えないでしょう。私も最初はその程度しか考えなかった。しかしマクドナルドの歴史を辿っていく中で、気付いたことが多くあった。
　ハンバーガーを主力商品として、世界規模で展開するファーストフードチェーン店である。年間15億食に及び、世界の店舗総数は3万5429店。店舗数の分類順位において、ファーストフードを含む外食産業で世界2位、チェーンフードではコンビニエンスストア最大てのセブンイレブンに次ぐ世界第2位である。アメリア合衆国本国では、「マクドナルドコーポレーション」が運営している。アメリカでは2000年代後半において、ドライブスルー店舗が売り上げの65%を占めるほどというので驚きである。コロナということもあり急激に需要が増えており、日本でも０1年の上場以来過去最高の売り上げになっており、その中でドライブスルーの売り上げは半分を占めた。また売り上げを伸ばしている理由として、待ち時間の短さにもあると私は考える。同じハンバーガーチェーン店のハーディーズ（273．73秒）、カールスジュニア（268．89秒）の中マクドナルドは（208．16秒）と約1分もの差が出ている。たった1分でもお客様からしてみれば大きな差があり、早く商品が出てくれだ寄りたいと考えるものである。
　低価格を武器に展開している部分もあるためそれを好む者や低取得者も重要な顧客層となっているが、それ以外にもスターバックスを好むような層で構成された上流の市場を狙い、それに見合った内容を提供しており、月に一回程度限定メニューを販売しており、若い層が限定メニューが販売された際にインスタグラムやTwitterなどに投稿をしておりワクワク感をくすぐるような営業をしていると私は考える。私も限定メニューがでた際には必ず買いに行くようにしている。
日本では1990年代から2000年代前半まで価格破壊・低価格路線を主軸に展開していたが行き詰まったため方向転換し、価格重視の商品、キャンペーン商品、味重視の価格、ボリューム重視の商品、高価価格帯の商品など「価格帯の拡大」と「商品バリエーションの拡大」を行ってメイン顧客そうである家族連れ・子供や、その周辺ターゲットを広げるなど幅広い客層をとりこむ戦略に転換し、2000年代後半以降現在も好調を維持している。
1-2マクドナルドの歴史
　最初のマクドナルドはアメリカ合衆国・カリフォルニア州サンバーナーディノでマクドナルド兄弟でマクドナルド兄弟が1940年に始めたものである「スピード・サービス・システム」のキャッチフレーズと、工場式のハンバーガー製造方法、そしてセルフサービスの仕組みにより、第二次世界対戦後の1948年以降、特に有名になった。
レイ・クロック
1954年にミルクシェイク用ミキサーのセールスマンで、ボヘミアユダヤ系の企業家のレイ・クロックがミキサーを売りに兄弟の店にやってきたとき、マクドナルドの仕組みについて興味を持った。特に興味を持ったのは客席の回転率が大変高く、相当数の人数の客を次々とさばけるだった。すっかり関心したクロックはミキサーのメンテナンスで食堂にやってきたとき、システムをフランチャイズ形式にして、システムそのものを売る商売を始めてはどうかと勧めてみたが、兄弟は「自分たちのためにやって良いるだけでフランチャイズをするつもりはない」と消極的だった。
クロックが交渉を粘った末に「兄弟はこの店以外干渉しない」「クロックはこの店には干渉しない」「マクドナルドという名とシステムは、クロックが事業に使う」で合意、兄弟が要求した契約金もかなり高かったものの、クロックの野望は第一歩を踏み出すことができた。
クロックはマクドナルドを売り込むために熱心に働き、近々できるディズニーランドの中にマクドナルドの食堂を入れるよう、ウォルト・ディズニーにも直接会って積極的に売り込んだ。この試みは失敗したが、クロックは、イリノイ州デスプレーンズに最初のフランチャイズ店を出店し、即大成功となる。さらに1955年3月2日、新しい会社マクドナルドシステム会社を作り、同年4月15日にクロックが直営店1号店をシカゴにオープンさせた。1960年には、社名をマクドナルドコーポレーションに変更した。
ロナルド・マクドナルド
クロックのマーケティング戦略のうちの一つは、家族向けの店舗にすること。特に子供を商売の対象とすることだった。1960年代初め、首都ワシントンでマクドナルドのフランチャイズ権をとって営業していたオスカー・ゴールドスティンが、ウィラード・スコットというクラウン（道化師）が所属するBozo's Circus（荒くれ男のサーカス）という名の出し物のスポンサーについた。この出し物が中止されると、ゴールドスティンはマクドナルドのマスコットキャクターとしてウィラード・スコットを雇い、そのキャラクターはマクドナルドにちなんで「ロナルド・マクドナルド」と命名され、ウィラード・スコットはロナルド役で1963年から約2年間コマーシャルに出演した[13]。
ロナルドは求められていた役に比べて少々太り気味だったが、このキャラクター広告に出ることにより、マクドナルドのチェーン店は米国全土に広がった。続いてロナルド以外のキャラクターも開発されていった。
日本では販売戦略上の理由、および日本語話者には発音しづらい事から藤田田によって「ドナルド・マクドナルド」と訳されており、当初より子供向けCMに出演している。
経営権委譲
クロックと兄弟との契約は、兄弟が生産工程について責任を負い、会社の株式による利益を受け取る。そのかわりにクロックが販売拡張の全責任を負うことになっていた。だが1961年までにクロックは拡張に失敗する。兄弟は、兄の引退も理由となって、1961年に270万ドルでマクドナルドの全権利をクロックに売り渡すことで合意した。クロックにとっては高額だが、長い眼で見ればメリットがあると判断、プリンストン大学などを含む多くの投資者からかき集めて兄弟の持つ株式を270万ドルで買い取った。
この契約では兄弟は「マクドナルド」の名称の使用は認められなかったために、やむなく自分たちの店を "The Big M"（ザ・ビッグM）という名称に変えて営業を続けた。しかし、クロックが兄弟の店のすぐ北にマクドナルドの大型店舗を出店し "The Big M"は倒産してしまい、兄弟の店は閉店して現存しない。1981年1月にクロックは死去し、その1年間マクドナルドは創業者追悼キャンペーンと銘打ったセールを行ったが、これを知ったマクドナルド兄弟の弟リチャードは激怒したとされる。
経営権委譲に伴う合意事項には、譲渡後もチェーンの売り上げの1%を将来的に支払うという「紳士協定」があったが、契約書には組み込まれていなかったために、それが守られることはなかった。もし守られていたら、兄弟は年に3億6000万ドルを手にすることになっていたはずだった。
拡張
　以後マクドナルドコーポレーションは、世界の至るところに店を開いた。1990年1月31日にはモスクワで、共産圏初のマクドナルドが開店した。
マクドナルドのビッグマックの価格は、ビッグマック指数と呼ばれ、通貨間の購買力平均価格の比較手段として使われた。この指標の考案者はイギリスの経済雑誌『エコノミスト』誌である。マクドナルドの標準化は、同時に生活様式や経済活動のグローバリゼーションを意味した。
トーマス・フリードマンは自著の『レクサスとオリーブの木』の中で、“黄金のM型アーチ理論”として「マクドナルドのある国同士は戦争を行わないだろう」と予言したが、1999年にアメリカ合衆国のセルビア爆撃によって破られている。
競争激化
アメリカをはじめとする先進国においては、より高価で高品質なハンバーガーや、より多面的サービスを提供している他のファストフードレストランチェーンとの競争が激しくなっている。
アメリカの食堂専門雑誌による2002年調査によると、マクドナルドの順位は「バーガーキング」と「ホワイト・キャッスル」より下で、ハンバーガーの食品品質は第15位だった。市場調査会社によればマクドナルドのシェアはここ5年で3%低下し、現在、15.2%である。健康的なイメージで売るサンドイッチチェーンの「サブウェイ」が全米で第1位のシェアを持っている。
初の撤退
2009年10月26日にアイスランドで、マクドナルドとして初めて同国内全3店舗の閉鎖を発表することを明らかにした。撤退理由は折からの金融危機によって、自国生産が難しく輸入に頼っていた原材料費（特に生鮮野菜などの輸入食材）の高騰（バックボーンとしてアイスランド・クローナの価値が同金融危機で失墜し、相対して輸入関税が引き上げられたため）により採算が取れなくなったためとしている。撤退までの過去1年半の間はコストは通常の2倍にまで膨らんでいたこともあり、採算を取れるまで同国の経済状況が回復するのは難しいという判断・同国で事業を展開する上での複雑さから撤退を決めたとしている。
撤退発表以降営業最終日になった10月31日まで大勢の客が詰めかけ、商品の受け取りに20分待ち、ドライブスルー利用のために交通渋滞が発生し、マクドナルド側も臨時従業員の増員で対応するなどの大盛況になった。
第２章　マクドナルドのマーケティング方法
２-1 マクドナルドの苦労
　2014年〜2015年にかけてのマクドナルドは、大幅赤字という状態に陥っていた。2014年12月期の連結決算では連結純損益が218億の赤字、翌2015年12月期には連結純損益347億と、2期連続の赤字を計上した。赤字幅も2001年の株式上場以来で最大のものという、危機的状況に追い詰められていた。
　原因の一つは、食品管理に関する問題が次々と発覚したことだ。2014年に中国・上海の食品工場で期限の過ぎた鶏肉が使用されていたり、その取り扱いが不衛生だったことを報道されたことが発端だった。その工場からマクドナルドはチキンナゲットの２割を仕入れているという事実が判明し、同商品の販売中止を余儀なくされた。
　その事件に対する会見で、社長兼CEOであるサラ・カサノバ氏が「マクドナルドも被害者だ」という趣旨の発言が波紋を呼んだ。お客さまへの謝罪より、自社の弁明を優先したという印象を与えてしまったのだ。
　2015年になると続けざまに事件が報道される。まず、過去に青森県の店舗でチキンマックナゲットにビニール片が混入していたことが混入していたことが地方新聞に掲載されたのを機に、異物混入について報道やSNSによる投稿など投稿などで4件も取り上げられる。
　これらにより「高い」「汚い」「子供に食べさせられない」などの声が広がり、マクドナルド離れ進行。その結果として、2年連続の赤字を計上するに至った。

　その危機の中でマクドナルドが売った手は多岐に渡るが、それらはすべて「人への回帰」という地道な作業だった。それはお客様や従業員に改めて向き合うことによって、信頼を回復することだ。
　お客様に対する施策としては、「タウンミーティングwithママ」と呼ばれる母親を交えたタウンミーティングを行った。食品衛生に敏感かつ、子供の食事内容を決定している母親を呼び、生の声に耳を傾けた。この施策では事件後も来店しなくなったママ友をミーティングに連れてきて欲しいというお願いをし、来店しなくなった理由のリサーチが行われた。
　それらのフィードバックによって改革案が決定されていった。まず、「店舗が汚い」という声に応え、店舗をカフェ調に改装するという従来からあった改革案を前倒しで行うなど、母親が子供と訪れやすい雰囲気づくりに注力した。
　タウンミーティングは、社長兼CEOであるサラ・カサバラ氏が提案した施策だ。カサノバ氏は、現場で直接お客さまを聞いて回った。その行動により、初回は8人だった出席者も回を重ねるごとに増えていったそうだ。
　また同社のウェブサイトでは、お客様からの疑問を募集。それでは「パンは腐らないのは本当なのか」「ミミズの肉を使っているのか」など、これまで都市伝説のように広まっていた噂レベルの声にまで一つひとつ回答を重ねていく。
　ウェブサイトで集められたお客さまの声には、定員の態度に言及するものもあった。その意見から、マクドナルドの代名詞だった「スマイル０円」のメニュー掲示を復活させた。掲示だけでなくマニュアルも改善して、接客での笑顔を徹底することで、顧客満足度の向上を図った。
　また2015年には、お客さまが店舗を評価するためのアプリ「KODO」リリースした。真摯に向き合う姿勢をさらに示したことによって、顧客から信頼が徐々に回復していく。お客さまの声も不備を指摘するものが多かったのが、あの定員の接客がよかったなどの好意的な反応も徐々に増えたそうだ。
　一方、従業員への施策としてカサノバ氏は、社員と店舗スタッフ、その家族に大して直々に手紙を送ります。その手紙は、マクドナルドの現状と今後の対策について説明と、回復に向けた協力を依頼する内容だった。
　加えてフランチャイルズ店のオーナーに対しては、フォロー体制を本社からの指示だけではなく、それぞれが権限をもつ地区本部制へとバックアップ体制を再編した。その際に各地で行われたオーナー会議では、不満や質問に耳を傾けるとともに、店舗改装や接客マニュアルの改善などを訴えて、一緒に危機を脱するには強力が必要だと要請して回った。
　これらの施策により社内外の信頼が回復に向かうと、業績も回復の兆しを見せ始めた。そこで投入した新メニューがヒットしたことにより、2016年12月には業績のV字回復を達成。その好調は2017年も継続したことで、「マクドナルド復活」を世の中に印象づけた。
2-2 マクドナルドの働き方
　ダイバーシティーは「多様性」、インクルージョンは「多様性を積極的に受け入れること」。マクドナルドは、企業活動において「人」を最重要であると考えており、性別、年齢、様々な個性、バックグラウンド背景をもった多様な人材が、個々の強みを最大限に発揮し、イキイキと働ける職場の実現を推進している多様な人材のそれぞれの強みが発揮されてこそ、組織の成長にも繋がるからだを車内の多様性を活かすことはマクドナルドにとって特別なものではなく、すべてのお客様にベストな商品・サービスを提供していくための前提であると考えている。
　全ての若者が、優れた環境の中で満足する就労経験をしているわけではない。様々な価値観を尊重し合う現代においては、これまでの職場での教育と訓練の機会だけでは十分とは言えない。マクドナルドは多様性を重んじ、ともに敬意をもって働くことができる。また、チームプレーを通じ、企業や社会の組織の中でどのように振る舞うべきかを知る場として、若い世代の育成・就労を支援している。
　女性の活躍もあり、出産・育児のようなライフイベントの変化があっても、女性がキャリアアップを諦めることなく、最大限の力を発揮し活躍できる組織づくりに取り組んでいる。社員が中心となり推進活動を行うダイバーシティ推進のプロジェクトチームを発足させ、社内で社員の意識革新を目的としたワークショップを実施をし、他社や大学との協働イベント、社外への働きかけも積極的に実施している。
　少子高齢化社会の日本。マクドナルド店舗では若手クルーに混じり、シニア世代が元気に活躍している。マクドナルドでは、年齢や立場が異なるクルー同士がお互いに助け合いながら、自分らしくのびのびと働いている。
　フレックスタイムや在宅勤務、年次有給休暇取得の推進・出産・介護の支援対策として「育児・介護休暇制度」、「短時間勤務制度」など仕事と家庭の両立が無理なくできる雇用環境を設けている。
　日本マクドナルドでは社員一人ひとりに合ったワークライフバランスを実現できるよう、さまざま働き方をサポートする制度の充実に取り組んでいる。
　社員の生産性とコラボレーションを高め、場所を問わずタイムリーなコミュニケーションと業務が遂行できる環境の整備に取り組んでいる。オフィススタッフは、以下のフレックスタイム制と在宅勤務制度を利用することができる。
　フレックスタイム制は、通常の勤務時間は９時から１８時としているが、月間所定労働時間の範囲であれば、深夜時間と公休日を除き、勤務時間を決めて働くことができる。
　また、日本マクドナルドは残業の削減にも積極的に取り組んでおり、原則として事前申請し、承認を得なければ、時間外勤務を認めていない。月間の勤務時間の調節が必要となった場合は、上長の指示により、勤務時間調節のための休暇を取得することができる。
　在宅勤務制度は、従業員本人の申請により、在宅もしくは、カフェやコワーキングスペースなどでの勤務が可能のことである。在宅勤務にあたっては、勤務時間を適切に記録し、業務報告などは、あらかじめ上長と合意した方法で実施していただくことになる。
　マクドナルドは、社員の働き方をサポートする制度の充実に取り組んでおり、トラベルをはじめ幅広いジャンルのサービスを利用できるWELBOXや、育児・介護休暇制度など、日々のワークライフバランスを支援している。
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